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１.　奨学金返済支援企業が増えている背景



実は「今が一番採用しやすい」?！

日本の将来推計人口（令和5年推計・国立社会保障・人口問題研究所）

新卒の採用市場は？
　　7/1開催　「大卒採用企業のための
　　　　　　インターンシップ促進セミナー」



これほど多くの学生が奨学金を利用

 大学生では55.0％　、　　専門学生では60.6％ 　　が受給！

大学生（昼間部） 専門学校生

出典：（独）日本学生支援機構 R4学生生活調査、専修学校生生活調査

（前調査から7.5％増） （前調査から5.3％増）
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借入総額、毎月の返済月額はどれくらい？

　平均的な借入総額は310万円、　返済月額は1.5万円、

返済期間は平均で14.5年　となっています。

返済月額

出典：労働者福祉中央協議会「奨学金に関するアンケート調査結果」R4.9



奨学金返済の影響・負担について

返済への負担感について 71％が不安 であると回答

　　　　

出典：労働福祉中央協議会「奨学金に関するアンケート調査結果」R4.9

不安である
71％

奨学金返済による生活設計への影響

・仕事や就職先の選択
・結婚
・出産、子育て
・持家取得　　　など

ライフイベントに影響を及ぼしている



２.　制度を導入するだけでお得！　県の登録制度



制度導入のメリット

企業の採用活動における優位性
　　・「就職先決定の大きな要素になる」18％

　　・「社風や従業員の待遇がわかるので大事な目安になる」38％

　　・「他社と比較検討するときに優位点の一つになる」31％

　　＝　合計86％が就職活動の企業選びで考慮！　※択一回答　N=152人

従業員の返済負担の軽減
　　「返済支援を受け始めて負担が軽くなった」　　　　　　　　　 ・・・・・・・86％
　　「福利厚生制度のなかで奨学金返済支援制度の重要度は高い」・93％
　　「従業員を大切にする会社だと感じている」　　　　　　　　　　・・・・・・・71％

出典：広島県「奨学金返済支援制度従業員アンケート調査結果」R6.7



制度導入は不平等？！導入前企業の悩み

返済していない他の従業員との不公平感がでてしまうのではないか
　→福利厚生メニューの一つに
　→採用リクルーターの業務を割り当て

事務の負担が増える、どう規程を作ったらいいか分からない
　→就業規則等への追記や個別規程の作成に関するモデル例も提供
　→毎月支給でなくてもOK

対象となる従業員がいない
　→まずは制度導入企業データバンク登録でマッチングも支援！
　→対象従業員が採用できたタイミングで補助金を申請



制度導入を採用活動に活用するポイント

採用したい者の奨学金事情に合わせて
     例えば歯科衛生士に月額３万円・年間36万円の制度設計！

求人広告には内容もしっかり明記して
    例えば「返済の負担を年間最大20万円（最大5年間）支援」
    など、イメージを具体化できるメッセージ発信

就職後の「社会人生活」をイメージさせる
　　県任命「ひろしま就活サポーター（→写真は一部）」や、
　　県求人サイト「ひろしまワークス」の「働き方紹介」も活用！

　　　（首都圏大手の初任給40万円には及ばないけど・・・）

⇒地方の物価安と、奨学金返還の負担軽減で
   「安心して充実した社会人生活ができるよ！」



制度導入のケース

社内規程等作成・周知

ケース1 代理返還
奨学金借入総額：240万円（返済期間15年）・返済月額：13,765円
社内規定：毎月上限10,000円まで日本学生支援機構へ代理返還
　　→実際の企業支援：毎月10,000円を日本学生支援機構へ代理返還
     ※本人は毎月残額3,765円の自己負担分を日本学生支援機構へ返済

中小企業等

日本学生
支援機構

（(旧)育英会）

その他
団体等

ケース2 手当支給
奨学金借入総額：310万円（返済期間15年）・返済月額：15,500円
社内規定：毎月上限15,000円まで支援
　　→実際の企業支援：毎月15，000円を手当として支給

 ※本人は毎月残額500円を自己負担で追加して日本学生支援機構へ返済

ケース3 手当支給
奨学金借入総額：291万円（返済期間13年5か月）・返済月額：18,000円
社内規定：賞与月及び期末（７･12･３月）に20,000円/回を支援
　　→実際の企業支援：年間で20,000円×３回を手当として支給
　　　※本人は毎月18,000円を母子父子寡婦福祉資金へ返済

対象従業員
企業から10,000円/月

本人から3,765円/月

本人から15,500円/月

本人から18,000円/月



日本学生支援機構（旧・育英会） 「代理返還」

企業等が返還額の一部または全部を機構に直接送金する制度

【企業メリット】
　・法人税が給与として損金算入できるほか「賃上げ促進税制」の対象になる。
【従業員メリット】
　・支援を受けた額の所得税が非課税となる。
　・原則として、社会保険料の標準報酬月額の算定のもととなる報酬に含まれない。

 　【代理返還の相談窓口】日本学生支援機構奨学事業戦略部
 　　　　　　　　　　　　　奨学事業総務課　電話：03-6743-6029



広島県奨学金返済支援制度導入企業データバンク

登録するとこんな支援があります！

県のホームページで企業紹介
オリジナルシンボルマークを提供

オリジナル卓上ミニ織旗を提供
県主催の合同企業面接会等イベントの優先案内
県相談窓口「働きたい人全力応援ステーション」での
求人マッチング支援　【新規支援開始】

就活生や若い年代の求職者にアピールする登録制度
（登録要件）

・県内に本社・本店等を有すること
・明文化された制度（社内規程等）を有すること　　　など



3.　中小企業はさらにお得！　県の補助金



県の補助金がお得なポイント

補助率UP！
 R6(旧)　→　　　　R7(新)

　　

補助額
上限なし

３年間補助
一度の申請で３年間分
をまとめて交付決定

R６（旧）：年額12万円（月額１万円）
のとき、企業の実負担は2/3の８万円

⇒R7（新）：年額18万円（月額1.5万
円）でも企業の実負担は1/3の年額
6万円で済むから企業の実負担を
軽減しながら制度の充実が可能！

返済額高めの理系学生、医療
系学生、院生なども積極採用
するための制度設計を後押
し！

入社後離職が多い３年目まで
の定着に重要な期間を県が
バックアップする安心感！

⇒　県内企業の採用活動も後押し！
県から従業員への直接支援でなく、企業補助型だから
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又は

　　※人的資本開示
　　企業の場合

　　



Go！ひろしま奨学金返済支援制度導入企業応援補助金

県

①社内規程等作成・周知

⑤-1 代理返還
毎月上限10,000円まで日本
学生支援機構へ代理返還

③交付申請
④交付決定

⑥実績報告
⑦額の確定

⑨補助金交付
⑧交付請求

経費の

又は

を補助
※人的資本開示

企業の場合

中小企業等

日本学生
支援機構

（(旧)育英会）

その他
団体等

⑤-2 手当支給
毎月上限15,000円まで支援

⑤-3 手当支給
賞与月等（7･12･3月）に、
1回20,000円を支援

対象従業員

本人から返還

本人から返還

(差額は本人から返還)

企業から代理返還

（③’変更交付申請）

（④’変更交付決定）

②採用・申請書作成
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3
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※

　　



補助金対象となる企業・勤務地の要件

　　　県内に本店・本社を置く中小企業等
・県外本社（登記簿）でも、本社機能※があればOK
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（※例：代表者が常駐し、採用・人事部門があるなど）

　　　県内に勤務する採用１年目までの従業員
・転勤前提※の従業員はNG
　（※例：県外への本配属前の研修期間の従業員など）

人口の社会減少を抑制するため
広島県内定着を重視



令和６年度 令和７年度 令和８年度

補助対象となる従業員の要件

　　　県内に勤務する採用１年目までの従業員
・雇用期間の定めのない従業員であること
・本人が奨学金等返済の義務を負っていること　
・３月１日以降に採用され、採用１年を経過していないこと

▲３月採用OK【補助対象】

採用２年目以降NG（対象外・自社負担）
▲中途採用OK【補助対象】

新卒・中途
いずれもOK！

▲制度導入（例：全ての対象従業員に手当支給）
▲補助申請

▲採用



補助金対象となる期間・上限額

　　　最長３か年度にわたり補助
採用１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

▲１回の申請で３年間の補助金を確約 ４年目以降は全額自社負担
▲２年目からの交付申請NG（補助は対象外）

　　　補助上限なし！ただし…
・制度の経費（手当支給及び代理返還の企業負担額）が上限
・対象従業員があらかじめ設定している計画的な返済に対するものであること　

採用１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

本人の償還計画：10年間・月額15,000円返済はOK

「補助対象の３年間に繰上償還してしまおう」は、NG!



交付申請のタイミング

　　　７月３１日までの申請で４月分の手当支給等から対象！
通常は交付決定後の支給・代理返還から補助対象
３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

▲７月末まで申請で４月支給から補助対象（遡り適用）

▲８月１日申請では交付決定後から補助対象支給していても対象外

償還計画が10月から始まる大卒1年目なら間に合う！

賞与一括払いなら間に合う！

2年目以降の財源確保のため
に駆け込み申請もOK！

▲〆切２月末！令和７年度申請は
令和８年２月２７日（金）17:00必着！

新入社員受け入れや決算が
一段落してからでも間に合います！



交付申請のタイミング

　　　補助金を受けられるのは一般企業枠で３回まで
継続補助のためにも《人的資本開示企業枠》（回数制限なし）の要件を満たそう！

採用１年目 ２年目 ３年目

採用１年目 ２年目 ３年目

採用１年目 ２年目 ３年目

採用１年目 ２年目 ３年目

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

▲１回目

▲２回目

▲３回目

補助対象者が居なかった・・・（申請休み）

※令和８年度以降の補助金予算化
が確約されたものではありません。

採用１年目 ２年目

▲４回目

▲人的資本開示企業枠申請人的資本開示要件OK！

人的資本開示要件NG…

中途採用者など
対象者の追加は
変更申請でOK!

※令和６年度「中小企業等奨学金返済支援制度導入応援補助金」
を利用されている場合は１回カウントされます。



人的資本開示企業枠でさらにお得！補助率が３／４にアップ！

　　　①～③の全ての条件を満たすこと
①申請日において、「広島県人的資本経営研究会」の会員であること。

②研究会が提供する「広島県人的資本開示ツール」を使用してレポートを作成し、研究
会事務局の事前確認を経た上で提出していること。

③申請日において、ツールを用いて作成した開示レポートを自社のホームページや広島
県ホームページにおいて、公開していること。

→レポートの作成・公開には概ね２ヶ月程度必要！

　　　【相談窓口】 広島県商工労働局人的資本経営促進課
　　　　　　　　　　　　　人的資本グループ　電話：082-513-3340



若手社員への支援と人的資本経営に
取り組むことで、選ばれる企業に！

～Go！ひろしま奨学金返済支援制度導入企業応援補助金～

広島県商工労働局雇用労働政策課


